
書式第 12号 (法第 28条関係 )

令和 2年度  事 業 報 告 書
特定非営利活動法人 工芸技能研究所

1 事業の成果
本会の事業は、特定非営利活動に係る事業のみを対象とし、次に係る基本活動を主体として実施した。

① 発達障害児教育事業 ② 発達障害者工房事業 ③ 発達障害研究事業  ④ 工芸研究事業
⑤ 普及啓蒙事業    ⑥ 関係団体協調事業  ⑦ その他本法人の目的達成事業

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用【 14,819 】千円)

事 業 報 告 用

定款に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受益

対象者

範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千円)

発達障害児・者に
対して、
工芸技能教育

発達障害児 への

美術工芸 (綴繊 。漆芸)教育

及び体験講座

前期 65日

中期 63日

後期 45日

体験は随時

法人内

2名 児童 。青年期の

発達障害児

約 30人

3,223

発達障害児・者の

工芸活動の

支援・協力のため

の工房活動

発達障害児への

美術工芸 (綴織 。漆芸)

制作活動の継続サポー ト

前期 65日

中期 63日

後期 45日
法人内

2名 18歳以降の

発達障害者
6人

3,209

発達障害に関す

る研究・資料の

収集

関係団体・機関との交流

情報交換、研修会、資料収集

通年 関東近郊 2名 発達障害児の

教育に携わって

いる方々 約 20人

1,672

工芸技能に関す

る研究・資料の

収集

関係団体・機関との交流

情報交換・資料収集

展示会・資料館等視察

技法・素材 。図案研究

通年 国 内 2名 工芸に関心の

ある又は携わって

いる方々 約 30人

1,672

活動推進のため

の普及・啓蒙活動

作品展示会、バザー、通信発行、

インターネットによる

情報発信 等

通年 国 内
2～ 7名 発達障害児の

教育又は工芸に

関心のある方々。

広く一般・地域の

方々。

約 200人

1,695

関係団体・機関

との連絡・協調

教育・福祉関係・保護者等

からの、発達障害児の教育・

療育相談及び連携等

通年 関東近郊 2名 発達障害児の

教育に携わって

いる方々

及び保護者
約 200人

1,672

その他本法人の

目的を達成する

ために必要な事業

綴織・漆芸の技法。修復

復元相談

その他関連相談

通年

法人内

2名 工芸品相談を

必要とする方々等

約 20人

1,672



書式第 13号 (法第 28条関係 )

令和2年度

事 業 報 告 用

活動計算書 (その他事業が生登場合 )
特定非営利活動法人 工芸技能研究所

390
費

一費

会
会

取
取
受
受
員
員
会
会

助
正
賛

4,592,761

5

受取寄附金
施設等受入評価益

発達障害児教育 事業収益
発達障害者工房 事業収益

3,911,152
2,762,971

19

5,001,026
受取利息
雑収入

16.657,929

三業着

給料手当
役員報酬
退職給付費用
福利厚生費

10,182,634

10 182

工芸技能事業費
工房事業費
地代家賃
減価償却費
印刷製本費
サーバー使用料
パンフレ

2

14.819,700 14.819.70(:業費計
i理費

役員報酬
給料手当
退職給付費用

1,454,658

消耗品費
水道光熱費
通信運搬費
地代家賃
旅費交通費
減価償却費
賃借料
支払手数料
諸会費
租税公課

|||||||||||||:||

37,124
290,038
172,572
400,000

124,660
47,812
269,568
48,620
5,000
3

|||||||||||||||||||||||||■ 2.968.87 2.968.8ノ |

17.788.5ノ |費  用
当 期 経 常 壇 減  額 A B

経 常 タ

' 外  ' 益

災害損失

D当 期 経 外 土 減  額 C
-1,130,

前期繰越正味財産額 ⑤

70,000
-81,404,082

20,000,000
-62.604,731

5

5.001.04(

1又  :右卜 言十
】 経 常 看 用

1.454.651



書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和2年度 貸借対照表
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 工芸技能研究所

ノ

現金預金

未収金

棚卸資産

1,731,074
0

0

731 07

|||

2

車両運搬具

什器備品

0

58,043

2

ソフ トウェア

借地権

(3) そ

保証金

長期貸付金

1,500,000
0

5 0

3,289,117

B-1
1

未払金

預 り金

前受金

63,260,825
103,023
2,460,000

当金 7 000

2

長期借入金
退職給付引当金

【

正 味 財 産 合 計

【B: B-1 + B-2 3,289,117

【A】 資 産 合 計 ①+②



1

16 28

重要な会計方針
計算書類の作成は、NPO法人会計基準

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法

(2)固 定資産の減価償却の方法

(3)引 当金の計上基準
。退職給付引当金

引当金

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理

(5)消 費税等の会計処理

2.事 業別損益の状況 別紙のとお り

令和2年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

によっています

なし

定率法

な し

な し

時価にて受け入れ

税込み処理

科 目
事業 事業 事業 事業

事業部門計 管理部門 合計

I 経常収益
1.受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5.そ の他収益
経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費
給料手当
役員報酬
退職給付費用
福利厚生費

人件費計
(2)そ の他経費
会議費
旅費交通費
施設等評価費用
減価償却費
印刷製本費

その他経費計

経常費用計

当期経常増減額

内容 金 額 算定方法

該当なし

3.施 設の提供等の物的サー ビスの受入の内訳

特定非営利活動法人 工芸技能研究所



内容 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 備 考

-1,200,649 -62,604,731-61,404,082正味財産

合計

4 使途等が制約 された寄附金等の内訳
使途等が制約 された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通 りです。
当法人の正味財産は-62,604,731円 ですが、その うち使途が特定されているものはありません。
したがって使途が制約 されていない正味財産は-62,604,731円 です。

5.固 定資産の増減内訳

6.借 入金の増減内訳

役員及びその近親者との取引の内容
役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために
必要な事項

事業費と管理費の按分方法

人件費/事業時間配分表に基づいて按分している

その他の事業に係る資産の状況

未払金内訳 給与59,474,485円 、源泉税2,186,340円 、家賃1,600,000円 (4ヶ 月分)

７
‘

（Ｘ
〕

減少 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳簿価額科 目 期首取得価額 取得

112,913

1,500,000

54,870 5,120,649 58,043

1,500,000

1,558,0431,612,913 54,870

有形固定資産

什器備品

無形固定資産

投資その他の資産

保証金

合計

科 目 期首残高 当期借入 当期返済 期末残高

合計

科 目

計算書類に

計上された

金額

内、役員と
の取引

内、近親者

及び支配法
人との取引

4,592,761 210,000 420,000

4,800,000 4,800,000

(活動計算書 )

受取寄付金

活動計算書計

(貸借対照表 )
地代家賃

貸借対照表計



2.事 業別損益の状況

関係団体機

関との連絡

協調

牟1目

発達障害児
者に対して
工芸技能教
育

発達障害児

者の工芸活

動の支援協
力のための

工房活動

発達障害に

関する研究

資料の収集

工芸技能に

関する研究

資料の収集

活動推進の

為の普及啓

蒙活動

その他本法
人の目的を

達成するた
めに必要な

事業

事業部門合計 一般 合計

2,610,000
833,506 546,986 546,986 520,939 546,986 546,986

3,845,000
833,506

0

0

0

0

6,455,000
4,375,895

390,000
4,592,761

0

219,123
625,150

390,000
4,592,761

0

6,674,123
5,001,045

3,443,506 546,986 546,986 520,939 546,986 546,9864,678,506 10,830,895 5,827,034 16,657,929

1,600,000
88,000
251,550

1,600,000
88,000
251,550

1,050,000
57,750
165,079

1,050,000
57,750
165,079

1,000,000
55,000
157,218

Ｒ
υ
　
Ｆ
Э

ｒ
Ｏ

〈
Ｕ

　

　

　

ｌ
ｌ

1,050,000
57,750
165,079

8,400,000
462,000
1,320,634

1,200,000
66,000
188,658

9,600,000
528,000
1,509,292

1,989,550 1,939,550 1,272,829 1,272,829 1,212,218 1,272,829 1,272,829 10,182,634 1,454,658 11,637,292

80,332

1,200,000

3,529

65,984

1,200,000

3,529

400,000 400,000

83,692

400,000 400,000 400,000

83,692
146,316
0

0

0

0

∩
）
′
４

′
生

124,

172,

290,

47,

269,

48,

37,

5,

660

572

038

812

568

620

124

000

3

0

823

000

118,

400,

692

316

0

660

572

038

870

568

620

124

000

3

0

823

000

124,

172,

290,

54,

269,

48,

37,

5,

83,

146,

118,

4,800,

1,283,861 1,269,513 400,000 400,000 483,692 400,000 400,000 4,637,066 1,514,220 6,151,286
3,223,411 3,209,063 1,672,829 1,672,829 1,695,910 1,672,829 1,672,829 14,819,700 2,968,878 17,788,578

I 経常収益
1 受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5.そ の他収益
経常収益計

Ⅱ 経常費用
(1)人件費
給料手当
退職給付費用
法定福利費

人件費計

(2)そ の他経費
啓蒙事業費
材料費
会議費
旅費交通費
通信費
水道光熱費
減価償却費
賃借料
支払手数料
消耗品費
諸会費
租税公課
接待交際費
雑費
地代家賃
その他経費計
経常費用計

当期経常増減額 1,455,095 234,443 -1,125,843 -1,125,843 -1,174,971 -1,125,843 -1,125,843 -3,988,805 2,858,156 -1,130,649



書式第 17号 (法第 28条関係 )

令和2年度 財産目録
事 業 報 告 用

現金預金
手元現金
郵便貯金
三井住友銀行
みずほ銀行 1,731,074 1,731,074

未収金

棚卸資産

47,813
10,228
2 58.043 58.043

什器備品
パソコン

事業用織機 (4台 )
エアコン (2機 )

三栄観光開発 1,500,000

1,500,000 1500000

【A】 資 産 合 計 ①+②

‐ 1.55旦 Lo43

3,289,117

未払金
給与
源泉税
家賃

59,474,485
2,186,340
1,600,000 63,260,825

前受金
令和3年度サポー ト料等 2.460,000 2.460,000

預 り金
源泉徴収税
住民税
作品販売
その他

34,650
37,400
8,000
22,973 103,023

納税充当金 70,000 70,000

65.ヽ 93.818

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】 -62,604,731

48,836
596,5691

1,076,7621

8,9071

‖



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和2年度年間役員名簿 (前事業年度において役員であったことがある全員の氏名及び住所又は居所

並びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿 )

特定非営利活動法人 工芸技能研究所

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )
日各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係 )

2 役員一覧

役 名
どちらかに
○

(フ リガナ)
住 所 又 は 居 所

前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間

(該当者のみに記入)氏    名

1 監事
ワダイツコ 令和2年4月 1日

令和3年 3月 31日

年   月 日

日年  月和田伊都子

2 監事
オオテヒロコ 令和2年 4月 1日

令和3年 3月 31日

年  月  日

年  月  日大手裕子

3 監事
サイ トウイチロウ 令和2年 4月 1日

令和3年 3月 31日

奪二  月   日

年  月  日齋藤一郎

4 o・監事
ヒキタフミアキ 令和2年4月 1日

令和3年 3月 31日

年  月  日

年  月  日疋 田文明

5 0)監事
サカイミチコ 令和2年 4月 1日

令和3年 3月 31日

年:  月   日

年  月  日酒井美智子

6 監事
カ ド ジュン 令和2年 4月 1日

令和3年 3月 31日

年  月  日

年  月  日角 ′陶

7 監事
トミタジェンジ 令和2年 4月 1日

令和3年 3月 31日

年  月  日

年  月  日富田純司

8 監事

オオウチタカシ 令和2年 4月 1日

令和3年 3月 31日

年  月 日

日年  月大内 隆

9 監事
ナンバ イサォ 令和2年 4月 1日

令和3年 3月 31日

年  月  日

年  月  日難波 功

10
/~ヽ

便翌勢監事
ナカジマノブヨシ 令和2年 4月 1日

令和3年 3月 31日

年  月  日

年:  月   日中島信義

11

/´ ヽ

理事t監ヲ
スガヤリュウイチ

菅谷隆一

令和2年 4月 1日

令和3年 3月 31日

年  月  日

年  月  日



書式第 4号 (法第 10条 。第 28条関係)
設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿 )

特定非営利活動法人 工芸技能研究所

氏    名 住 所 又 は 居 所

1
和田 伊都子

2
大手 裕子

3 齋藤 一郎

4
疋田 文明

5
酒井 美智子

6 角  
′陶

7 富田 純司

8
大内 隆

9 難波 功

10
中島 信義

11
菅谷 隆一

12 柴田 忠


